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第１ 監査の概要 

１ 監査の種別

行政監査（地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 199条第２項に規定する事務の執行） 

２ 監査のテーマ

補助金等について 

３ 監査の目的

補助金等については、地方自治法第 232条の２に「公益上必要がある場合においては、寄附又は

補助をすることができる」と規定されている。 

本市においても、公益的な観点から 300 を超える補助金等を交付しており、本市の施策推進の

ために重要な役割を担っているが、補助金等は市税をはじめとする貴重な財源で賄われているこ

とから、交付の目的に沿って適正に執行されなければならない。 

そこで、補助金等の交付の手続が適正に行われているか、補助金等が目的に沿って適切に執行さ

れているか等を検証し、公正で効果的かつ効率的な補助金等の交付事務に資することを目的とし

て監査を実施した。 

４ 監査の期間

令和元年５月７日から令和２年２月４日まで 

５ 監査の対象

各補助金等所管局区 

６ 監査の主な着眼点

（１）補助金等の交付の手続が適正に行われているか。

（２）補助金等が交付先において目的に沿って適切に執行されているか。  

（３）補助金等の交付に係る効果検証がなされているか。

７ 監査委員の除斥

地方自治法第 196 条第１項の規定により議員のうちから選任された嶋崎嘉夫監査委員及び沼沢

和明監査委員は、同法第 199 条の２の規定により議会局所管の「政務活動費」に関する監査につい

て除斥した。 
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第２ 調査結果

１ 補助金等について

（１）補助金等の制度概要

国の補助金等に関する根拠として補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30

年法律第 179 号）が定められており、補助金等とは「補助金、負担金、利子給付金、その他相当

の反対給付を受けない給付金」と規定されている。 

一方、地方公共団体では、地方自治法第 232 条の２で「公益上必要がある場合においては、寄

附又は補助をすることができる」と規定されている。「公益上必要がある場合」と限定されている

とおり、「公益上の必要性」の有無が補助金等の交付に際して重要な判断基準となる。そして、

「公益上の必要性」については、「公益上必要があるかどうかを一応認定するのは長及び議会で

あるが、この認定は全くの自由裁量行為ではないから、客観的にも公益上必要であると認められ

なければならない」（行政実例昭和 28 年自行行発第 186 号）とされている。 

また、行政のあらゆる支出行為は、税金をはじめとする貴重な財源によって実施されるもので

あることから、補助金等についても当然に、どのような算定により交付されているか、また、交

付先が実施する事業のうちどの部分が補助対象であるのかを明確にし、市民に対して客観的に説

明することができる必要がある。 

（２）本市の補助金等の状況

本市においては、補助金等に係る予算の執行の適正化を図ることを目的とし、川崎市補助金等

の交付に関する規則（平成 13年規則第７号。以下「交付規則」という。）を制定している。交付

規則では、補助金等の交付の申請、決定等に関する基本的事項を定めており、各補助金等の具体

的事項は交付要綱等で定められている。 

また、各補助金等について客観的な視点から必要性や効果等について検証し、費用対効果が低

くなったものや、その役割が薄れたものを見直すために、財政局において平成 17 年に「補助・

助成金見直し方針」が策定された。「補助・助成金見直し方針」では、人件費を含む出資法人への

補助から個人に対する補助まで多様な形態を有している補助金等について、それぞれの内容に即

した見直しを行うため、次のように補助金等の性質に沿った分類をしている（表１）。 
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表１ 本市の補助金等の分類

Ⅰ 特定財源型補助金・・・・国庫補助金や県補助金などの特定財源が充当 

１ 事業費補助・・・・・・２以外に、事業費に対して補助 

２ 施設整備費補助・・・・施設建設費、整備費に対して補助 

Ⅱ 協調型補助金・・・・・・国・県などと協調してルールに基づき補助 

Ⅲ 出資法人（25％以上）への補助金・・出資法人に対して補助 

１ 派遣人件費を含む補助・・派遣職員の人件費を含めて補助 

２ 事業費補助・・・・・・・１以外に、事業費に対して補助 

Ⅳ 調整・補完型補助金・・・官民格差の是正などの目的で補助 

Ⅴ 団体支援型補助金・・・・市民団体などが活動するための運営費に対して補助 

 １ 市関連団体への補助・・Ⅲ以外の市関連団体へ補助 

 ２ その他の団体への補助 

①公の施策団体補助・・・公の施策を補完することを目的とする団体に補助 

  ②市民生活団体補助・・・市民生活を支援することを目的とする団体に補助 

  ③経済活動団体補助・・・経済的活動を支援することを目的とする団体に補助 

  ④福祉団体補助・・・・・福祉的活動を支援することを目的とする団体に補助 

  ⑤教育・文化団体補助・・教育・文化活動を支援することを目的とする団体に補助 

Ⅵ 事業支援型補助金・・・・・・市が奨励している事業に対して補助 

 １ 研修費補助・・・・・・・・研究費・研修費に対して補助 

 ２ イベント補助・・・・・・・イベント開催費に対して補助 

 ３ 委託型補助・・・・・・・・委託的な要素を含みつつ補助 

 ４ 投資的経費への補助・・・・普通建設事業に対して補助 

 ５ 周年事業・当番市への補助・周年事業や当番市の事業に対して補助 

 ６ 利子補助金・・・・・・・・利子負担の軽減のために補助 

 ７ その他事業支援補助 

  ①公の施策事業補助・・・公の施策を補完することを目的とする事業に補助 

  ②市民生活事業補助・・・市民生活を支援することを目的とする事業に補助 

  ③経済活動事業補助・・・経済的活動を支援することを目的とする事業に補助 

  ④福祉事業補助・・・・・福祉的活動を支援することを目的とする事業に補助 

  ⑤教育・文化事業補助・・教育・文化活動を支援することを目的とする事業に補助 

Ⅶ 個人支援型補助金・・・・補助金の交付先が個人 
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（３）補助金等の交付事務の流れ

一般的な補助金等交付事務の流れは図１のとおりである。 

図１ 一般的な補助金等交付事務の流れ 

２ 調査の対象・方法等

（１）基礎調査（令和元年６月３日から６月 17 日）

ア 趣旨・対象 

本市の補助金等の状況を把握するため、平成 30 年度及び令和元年度に予算措置がなされて

いた 331 件の補助金等について、各所管局区に調査票等の提出を求めた。 

イ 調査内容 

交付額、継続年数、交付要綱等の制定の有無、支払方法、交付先団体の財務諸表の確認状況な

ど 
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（２）本調査（令和元年９月 28 日から 12 月９日）

ア 趣旨・対象 

基礎調査対象 331 件の補助金等から、基礎調査の結果を踏まえ、以下のリスクアプローチの

考え方により、リスクが高いと考えられる 102 件の補助金等を抽出し本調査対象とした。 

本調査対象の補助金等については、詳細な調査を実施するために各所管局区に対し申請書類

などの関係書類の提出を求めた。 

また、102 件のうち 20 年以上継続して交付されている 62 件の補助金等については、当該補助

金等の効果検証が適切に実施されているか確認するため文書による照会を実施した。 

※本調査対象 102 件については、巻末に一覧表を添付 

  【リスクアプローチの考え方】 

【共通のリスク】 

１ 令和元年度の財政援助団体等監査や会計検査院による実地検査の受検機会がないもの 

  ・他の監査等により一定の担保がなされていないものは、リスクの発現可能性が高い。 

２ 交付金額が 1,000 万円以上のもの 

  ・金額が高額であるほどリスクの影響度が大きい。 

３ 継続年数の長短によるもの 

  ・リスクの発現可能性や影響度に直接関係するわけではないが、年数が長期であるほど 

   補助事業が固定化され、見直しがされていない可能性がある。 

※今回は継続年数が 20年以上のものに着目した。 

【個別のリスク】 

４ 前金払又は資金前渡で支出しているもの 

  ・不適切な支払方法が選択されている可能性がある。 

５ 団体支援型補助金、出資法人への補助金で交付先団体の財務諸表が未確認のもの 

  ・財政的に自立した団体に補助金等を交付している可能性がある。 

【本調査対象の抽出方法】 

（１） 基礎調査対象 331 件から上記１に該当するものを抽出（273 件） 

（２） （１）の中から上記２に該当するものを抽出（78 件） 

（３） （１）の中から上記４又は上記５に該当するものを抽出（34件） 

（４） （２）及び（３）で抽出した 112 件から重複分 10 件を差し引いた 102 件を本調査対 

象とした。なお、その中で上記３に該当するものは 62件あった。 

※令和元年度で補助事業が終了するものは本調査対象から除外した。 

イ 調査内容 

（ア）補助金等関係書類（予算執行関係書類、申請関係書類、実績報告関係書類、交付要綱等） 

の確認 

（イ）継続年数が 20 年以上である 62 件の補助金等については、上記（ア）に加え効果検証の方

法の確認  
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３ 調査結果の概要

（１）基礎調査結果の概要

ア 局区別の状況 

局区別の補助金等の件数については、所管する補助金等の件数が最も多いのが健康福祉局 108

件（6,958,632 千円）、次いでこども未来局 53件（7,736,862 千円）、経済労働局 51 件（1,179,530

千円）の順となっている（表２）。 

表２ 局区別の補助金等の件数及び金額 

イ 金額別の状況 

金額別の状況については、決算額が「10万円以上 100 万円未満」の補助金等が 84件（25.4%）

で最も多く、次いで「100 万円以上 500 万円未満」の補助金等 62件（18.7%）、「1,000 万円以上

5,000 万円未満」の補助金等 56 件（16.9％）の順となっている（図２）。 
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ウ 分類別の状況 

分類別の状況については、「事業支援型補助金」が 156 件（47.1％）で最も多く、全体の約半

数を占めており、次いで「団体支援型補助金」60 件（18.1％）、「特定財源型補助金」41件（12.4％）

の順となっている（図３）。 

10万円未満

33件（10.0％）

10万円以上～

100万円未満

84件（25.4％）

100万円以上～

500万円未満

62件（18.7％）

500万円以上～

1,000万円未満

42件（12.7％）

1,000万円以上～

5,000万円未満

56件（16.9％）

5,000万円以上～

1億円未満

23件（6.9％）

1億円以上

31件（9.4％）

合計

331件

特定財源型補助金

41件（12.4.%）

協調型補助金

22件（6.6％）

出資法人への補助金

15件（4.5%）

調整・補完型補助金

11件（3.3%）

団体支援型補助金

60件（18.1%）

事業支援型補助金

156件（47.1%）

個人支援型補助金

26件（7.9%）

合計

331件

図２ 金額別の状況 

図３ 分類別の状況 



- 8 - 

エ 継続年数別の状況 

継続年数別の状況については、「10年以下」が 105 件（31.7％）で最も多く、次いで「31 年～

50 年」99件（29.9％）、「11 年～20年」52 件（15.7％）の順となっている（図４）。 

オ 交付要綱等の有無 

交付要綱等の有無については、３件の補助金等で交付要綱等が制定されていないが、この３

件はいずれも条例や条例施行規則を根拠規定としている。 

カ 支出方法別の状況 

地方公共団体における支出は事業完了後に支出する通常払が原則であるが、地方自治法施行

令（昭和 22 年政令第 16 号）第 162 条で概算払が、同令第 163 条で前金払による支出ができる

とされている。概算払又は前金払で支出する場合は、その支出の性質上、概算払又は前金払をし

なければ支出目的が達せられないような経費であることが必要となる。また、資金前渡につい

ては、同令第 161 条及び川崎市金銭会計規則第 92条（昭和 39 年規則第 31号）を根拠に支出さ

れている（表３、表４）。 

支出方法別の状況については、「概算払」が 168 件（50.8％）で最も多く、全体の約半数を占

めており、次いで「通常払」120 件（36.2%）、「前金払」29件（8.8％）、「資金前渡」14 件（4.2％）

の順となっている（図５）。 

10年以下

105件（31.7％）

11年～20年

52件（15.7％）
21年～30年

50件（15.1％）

31年～50年

99件（29.9％）

51年以上

25件（7.6％）

合計

331件

図４ 継続年数別の状況 
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表３ 支出の特例 

資金前渡 
特定の経費について前渡金管理者に概括的に資金を交付し、前渡金管理

者の名と責任において正当債権者に支払う方法 

概算払 

債権者は確定しているが、債務金額が確定しておらず、しかも履行期も

到来していない場合に当該債権者に対して概算により一定の金額を支払

う方法 

前金払 

債権者及び債務金額がともに確定しているものについて、支払うべき事

実の確定又は履行時期の到来以前に当該債権者に対してその債務金額の

一部又は全部を支払う方法 

表４ 支出方法の比較 

支出方法 正当債権者 債権金額 
支出すべき 

時   期 
精 算 

通常払 確定 確定 到来 不要 

資金前渡 いずれか又は全てが未確定 必須 

概算払 確定 未確定 未到来 必須 

前金払 確定 確定 未到来 不要 

通常払

120件（36.2%）

資金前渡

14件（4.2%）

概算払

168件（50.8%）

前金払

29件（8.8%）

合計

331件

図５ 支出方法別の状況 
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キ 補助金等交付先団体等の財務諸表の確認状況 

補助金等の交付先が団体である「団体支援型補助金」（60件）又は「出資法人への補助金」（15

件）においては、「当該団体の財務諸表を確認している」が 57 件（76.0％）、「確認していない」

が７件（9.3％）、「団体等が財務諸表を作成していない」が 11 件（14.7％）となっている（図

７）。 

（２）本調査結果の概要

ア 補助事業の根拠規定 

（ア）補助交付目的の規定 

     補助金等は「公益上の必要性」がある場合に支出することができる。このことから、補助

金等がどのような「公益上の必要性」により交付されているのかを交付要綱等で規定する必

要がある。 

調査の結果、補助金等を交付する上で必要な「公益上の必要性」が交付要綱等に明文化さ

れていないものが 33 件あった。 

図７ 公益上の必要性が明文化されていない事例 

    川崎フロンターレ後援会補助金交付要綱（抜粋） 

57件
(76.0%)

7件
(9.3%)

11件
(14.7%)

確認している

確認していない

団体は財務諸表を

作成していない

図６ 補助金等交付先団体等の財務諸表の確認状況 
ｎ＝75

補助金の交付が後援会の運営に寄

与することを目的としているが、後

援会の運営がどのような「公益上の

必要性」があるか記載がない。 
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図８ 【参考事例】公益上の必要性が明文化されている事例 

    川崎市防犯灯管理費及び補修費補助金交付要綱（抜粋） 

（イ）補助対象の範囲及び算定方法の規定

    補助対象の範囲や算定方法については、透明性を確保する観点から、交付要綱等でどのよう

な経費を対象とし、どのような算定により交付額を決定しているのかを明確にする必要がある。 

調査の結果、交付要綱等で補助対象の範囲や算定方法を明確に規定しているとはいえないも

のが 43 件あった。 

図９ 補助対象の範囲や算定方法が明確とはいえない事例 

全国心臓病の子供を守る会川崎支部運営費補助金交付要綱（抜粋） 

街を明るくして、夜間における犯

罪の発生を防止し、公衆の通行安全

を図るという「公益上の必要性」が

記載されている。 

補助金の対象となる経費は、守る

会川崎支部の運営費としており、運

営費のうちどの経費が対象になる

かが不明確である。また、算定方法

の規定もない。 
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図 10 【参考事例】補助対象の範囲や算定方法が明確な事例

中部小児急病センター運営費補助金交付要綱（抜粋）

補助対象経

費が別表で詳

細に規定され

ている。 

補助基準額

の算定方法が

別表で明確に

定められてい

る。 
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 （ウ）交付申請書及び実績報告書の様式の規定

    補助金等の交付申請書及び実績報告書については、交付要綱等で様式を定めておくことで、

手続の透明性を確保するとともに必要事項の記載漏れを防ぐことができる。 

調査の結果、交付要綱等で交付申請書及び実績報告書の様式を定めていないものが 13 件あ

った。 

図 11 交付申請書及び実績報告書の様式を定めていない事例 

公益財団法人川崎市生涯学習財団補助金交付要綱（抜粋） 

交付申請書及び実績報告書に記

載すべき事項が記載されているが、

これらを記載した様式が定められ

ていない。
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    図 12 【参考事例】交付申請書及び実績報告書の様式を定めている事例 

川崎市観光関係事業補助金交付要綱（抜粋） 
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（エ）実績報告書の提出に関する規定

実績報告書は、補助金等の効果検証や適切な経費に充当されているかを確認する上で必要な

書類であることから、交付要綱等で提出について規定する必要がある。 

調査の結果、交付要綱等で実績報告書の提出について規定されていないものが２件あった。 

図 13 実績報告書の提出が定められていない事例 

公益財団法人川崎市市民自治財団補助金交付要綱

（オ）要綱等の公表

本市では要綱等について、行政運営の透明性を一層高め、より開かれた市政の実現及び市民

自治の確立に資するとともに、情報共有の原則に基づく自治運営を推進することを目的に、本

市ホームページ上に、本市が制定するすべての要綱と要綱に準じた要領等を目的別に分類し、

一覧形式で公表する取組がなされている。 

調査の結果、交付要綱等がホームページ上に公表されていないものや、改正が反映されてい

ないもの、申請書等の様式が添付されていないものなど、公表方法に不備があるものが 43 件

あった。 

実績報告書の提出について要綱に

規定がない。 
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図 14 ホームページに要綱の改正が反映されていない事例 

 川崎市ホームページ 

川崎市老人福祉施設育成費助成交付要綱のページ 

当該要綱の最近改正年

月日は平成 30年４月１日

であるが、ホームページ

に掲載されている最近改

正年月日が過去の日付に

なっていた。 

また、ＰＤＦファイル

のデータも更新されてい

なかった。 
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イ 交付手続について 

  （ア）交付申請書類

     補助金等の交付決定に際しては交付申請書類に基づき審査を行うこととなるが、交付申請

書類に不備がある場合には適正な審査を行えないおそれがある。 

調査の結果、補助金等の交付要綱等に定められた記載事項が交付申請書に記載されていな

かったものや様式を使用していないもの、交付申請書に添付されるべき書類が不足していた

ものなど、申請書類に不備があったものが３件あった。 

図 15 交付要綱等に定められた記載事項が交付申請書に記載されていない事例 

川崎市法律援助事業補助金交付要綱（抜粋） 

交付申請書 

提出された申請書

に、要綱で規定されて

いる記載すべき事項の

一部が記載されていな

かった。 
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図 16 交付申請書に添付されるべき書類が不足していた事例 

川崎市老人福祉施設事業協会運営費補助金交付要綱（抜粋） 

交付申請書の該当部分 

（イ）支出方法 

     支出方法については、事業完了後に支出する通常払が原則であるが、交付先の財政状況等

により事業完了前に支出する概算払や前金払を行うことができるとされている。また、即時

払いをする場合や支出先が多数である場合には資金を前渡金管理者に渡し、前渡金管理者が

債権者に対して支払う資金前渡を行うことができる。 

しかしながら、これらは支出の特例であり、前金払は精算行為を伴わないことから、本来

であれば返還すべき経費が戻入されないおそれがあり、資金前渡については事前に現金化す

ることから、公金の紛失や横領といったリスクがある。 

調査の結果、金額が未確定と考えられるものに前金払で支出しているものや、支出件数が

少数であり資金前渡で支出する必要がないものなど、支出方法が不適切であると考えられる

ものが 14件あった。 

図 17 金額が未確定と考えられるものに前金払で支出している事例

高津区民祭補助金交付要綱（抜粋） 

交付申請書

に添付される

べき書類のう

ち、「（４）補助

金の算定資料」

が添付されて

いなかった。 

各事業を補

助対象として

おり、事業完了

後でなければ

金額が未確定

と考えられる。
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（ウ）実績報告書類

実績報告書類は、補助金等を交付した効果の検証や使途の確認において必要な書類であり、

不備がある場合には適正な確認等が行えないおそれがある。 

調査の結果、事業報告に関する資料が添付されていないものや、収支計算に関する資料で

補助金等がどの経費に充当されているのか不明確なもの、交付要綱等で定められている様式

を使用していないものなど、実績報告書類に不備があったものが 27件あった。 

図 18 事業に関する報告書が添付されていない事例 

社会福祉法人川崎市社会福祉協議会育成費等補助金交付要綱（抜粋）

   実績報告書 

図 19 収支計算書で補助金等の充当先が不明確な事例 

川崎市原爆被爆者の会運営費補助金の決算報告資料該当部分

提出された実

績報告書には、

別紙で補助金の

精算書が添付さ

れているが、事

業報告書が添付

されていない。

市からの補助

金が、支出の部

のどの経費に充

当されたかが分

からない。 
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   図 20 【参考事例】収支計算書で補助金等の充当先が明確な事例 

「音楽のまち・かわさき」推進協議会補助金の収支計算書類の該当部分 

ウ 効果検証について

補助金等の交付は公益上の必要性を根拠とするものであることから、交付要綱等で規定してい

る交付目的が達成できているか効果検証をする必要がある。また、補助金等が長期間継続して交

付されているものについては、すでに目的が達成されていないか検証し、今後の継続の必要性等

を検討しなければならない。 

調査の結果、効果検証を実施していないものはなかったが、客観的に評価できる指標が設定さ

れていないものが 41 件あった。また、実績報告書に事業の成果に関する記載がないにもかかわ

らず、実績報告書を確認して効果検証をしているとされたものが１件あった。 

支出の部に「市補助金」とい

う欄があり、どの経費に充当さ

れたかが明確である。 
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図 21 【参考事例】効果検証の方法が適正な事例 

公益財団法人川崎市国際交流協会 経営改善及び連携・活用に関する取組評価（抜粋）

エ 遡り処理について 

川崎市予算及び決算規則（平成７年規則第 10 号）第 23条第１項によると、歳出予算を執行す

るときは、あらかじめ予算執行伺を作成し、決裁を受けなければならないとされている。 

調査の結果、補助金等の予算執行伺の日付を確認したところ、長期間遡って予算執行伺等を処

理していたものが２件あった。 

事業の目標値

を設定し、実績値

に応じた達成状

況を確認するこ

とにより、補助事

業の効果検証を

している。 

※今回の監査で

は、指標自体が適

正かについては

確認していない。
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第３ 監査の結果  

本市では、300 を超える補助金等を交付しており、その形態は国や県などと協調して交付して

いるものや、事業や団体の支援を目的とするもの、個人の支援を目的とするものなど、多種多様

である。 

今回の監査では、平成 30年度及び令和元年度に予算措置がなされていた 331 件の補助金等に

ついて基礎調査を実施し、このうち、リスクアプローチの考え方により 102 件を抽出し、書面調

査により要綱等の規定方法、一連の交付手続などの事務執行の実態把握を行った。さらに、20年

以上継続して交付されている補助金等については、効果検証の実施状況確認も行った。 

その結果、おおむね適正に事務が執行されていると認められ、また、他の補助金等の交付事務

でも参考となる事例も見られたが、次のとおり改善すべき事項や検討を要する課題が認められ

た。 

補助金等は本市の施策推進のために重要な役割を担っているが、市税をはじめとする貴重な

財源で賄われている。本市の厳しい財政状況を踏まえると、限られた財源を有効に活用すること

が求められることから、補助金等の交付については適正な事務手続はもとより、効果検証につい

ても適切に実施され、より効果的に執行されるよう見直し・改善の取組を続けていくことが必要

と考える。 

ついては、本監査結果により、一連の交付手続の再点検がなされるとともに、効果検証の重要

性が再認識され、今後、各所管局区における補助金等の交付について必要な検討、改善が行われ、

本市全体の補助金等の交付がより適正かつ効果的に行われることを期待する。 

１ 改善を要する事項（共通）

（１）補助事業の根拠規定について

ア 公益上の必要性の明文化

地方公共団体における補助金等の交付は、地方自治法第 232 条の２に規定されている「公益

上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができる」を根拠としている。このこ

とから、「公益上の必要性」の有無が補助金を交付する際の重要な判断基準となるが、補助金の

交付目的が明らかになっていなければその必要性を判断することができない。そのため、補助

金の交付要綱等における目的の規定においては、「公益上の必要性」を明記する必要がある。 

調査の結果、補助金の交付要綱等に「○○に補助することを目的とする」といったように、

補助金を交付すること自体が目的とされ、どのような公益上の目的から補助金を交付するのか

規定されていないものがあった。 

補助金は公益上必要がある場合に交付することができるとされていることから、交付要綱等

に「公益上の必要性」を含めた交付目的を規定されたい。 

イ 補助対象経費の明確化

補助対象経費については、交付額や使途の透明性を確保する観点から、交付要綱等で補助対

象の範囲と算定方法を明確にする必要がある。 

調査の結果、補助対象の範囲を運営費や事業費全般としているものなど、補助対象の範囲が
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不明確なものがあった。また、交付額の算定方法が交付要綱等で規定されておらず、どのよう

に交付額が算出されたか確認できないものもあった。 

補助対象の範囲や算定方法が不明確であると、交付額の妥当性や使途の透明性を確保できな

いため、補助対象の範囲は全般とせずに、例えば運営費のうち「事務局職員１名分の人件費」

や「事務所の年間賃借料」とするなど、詳細に規定するよう検討されたい。さらに、交付額の

算定については、単価と数量から算定する方法や、補助率を設定し補助対象経費総額にその率

を乗じて算定される額とするなど、金額が明確に算出できるよう規定することを検討されたい。 

ウ 交付申請書及び実績報告書の様式化

交付申請書及び実績報告書について、交付要綱等で様式を定めることにより、手続の透明性

の確保や必要事項の記載漏れの防止が期待でき、事務の効率化にもつながる。 

調査の結果、交付要綱等で交付申請書及び実績報告書に記載する事項を規定しているものの、

様式化されていないものがあった。 

手続の透明性の確保や事務の効率化のため様式を定めることが望ましいことから、交付申請

書及び実績報告書について様式化することを検討されたい。 

エ 実績報告書の提出の明文化

実績報告書は、補助金等が適切な経費に充当されているか確認することや効果検証を行う上

で必要な書類であることから、交付要綱等で提出について規定する必要がある。 

調査の結果、実績報告書が未提出のものはなかったが、交付要綱等で実績報告書の提出につ

いて規定されていないものがあった。 

実態の把握や効果検証の観点から、実績報告書の提出について交付要綱等で規定されたい。 

オ 要綱等のホームページへの掲載

要綱等は行政運営の透明性の向上及び情報共有の原則に基づく自治運営の推進を図り、より

開かれた市政の実現及び市民の自治確立を目的として本市ホームページで公表されている。 

また、補助金等の交付要綱等については、補助金等の申請者が事前にどのような事業が対象

になるのか、どのような書類が必要かなどを確認することも考えられる。 

調査の結果、交付要綱等がホームページに掲載されていないものが確認された。また、ホー

ムページに掲載されているが、最新改正日の日付や添付データが古いものもあった。さらに、

交付要綱等で定めた様式がホームページに掲載されていないものもあった。 

行政運営の透明性の向上等を図るとともに、補助金等の申請者が事前に対象事業や必要な書

類を確認できるよう、ホームページに様式を含め、最新の交付要綱等を掲載されたい。 

（２）交付手続について

ア 交付申請書類に不備があったもの

補助金等の交付決定に際しては、交付要綱等で定められた申請書や添付資料に基づき、交付

団体の事業目的、事業内容及び収支状況等を十分に審査する必要がある。 

調査の結果、申請書に添付されるべき書類が添付されていなかったもの、申請書の記載内容
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に不備があったもの、交付要綱等に様式が定められているにもかかわらず別様式を使用されて

いたもの、様式の内容を変えていたものがあった。 

補助金等の交付申請を適正に審査するために、交付要綱等に定められている資料が添付され

ていないものは必要な書類を求められたい。また、申請書の記載内容に不備があるものや交付

要綱等に規定されている様式以外の様式で申請されているものは必要な補正を指導されたい。 

イ 支出方法が不適切なもの

支出方法については、事業完了後に支出する通常払が原則であるが、交付先の財政状況等に

より事前に支出しなければ団体の運営や事業ができない場合には、事業完了前に支出する概算

払や前金払を行うことができる。また、即時払いをする場合や支出先が多数である場合には資

金を前渡金管理者に渡し、前渡金管理者が債権者に対して支払う資金前渡を行うことができる。 

これらの支出方法は全て支出の特例であり、前金払については精算行為を伴わないため、本

来であれば返還すべき経費が戻入されないおそれがあり、また、資金前渡については事前に現

金化するため、公金の紛失や横領といったリスクがあることから、適切な支出方法を選択する

必要がある。 

調査の結果、金額が未確定と考えられるものに前金払で支出しているものや、支出先が少数

であるにもかかわらず資金前渡で支出しているものがあった。 

金額が確定していないものに前金払で支出しているものは、返還すべき経費が適切に精算さ

れるよう概算払で支出されたい。 

また、公金の紛失や横領のリスクを防ぐため、資金前渡で支出する必要がないものは支出方

法を見直されたい。 

ウ 実績報告書類に不備があったもの

実績報告書類は、補助金等が適切な経費に充当されているか確認することや効果検証を行う

上で必要な書類である。 

調査の結果、実績報告書が提出されているものの、内容が収支関係のみで事業に関する記載

がないものや収支決算書で補助金等がどの経費に充当されているかが不明確なものがあった。

また、交付要綱等で定められた書類が添付されていないもの、規定されている様式とは別の様

式で提出されているものもあった。 

不適切な支出の有無の確認や効果検証を行うために、交付要綱等に定められている資料が添

付されていないものは必要な書類を求められたい。また、実績報告書の記載内容に不備がある

ものや交付要綱等に規定されている様式以外の様式で申請されているものは必要な補正を指

導されたい。 

（３）補助金等の交付に対する効果検証について

補助金等の交付は公益上の必要性を根拠に支出するものであることから、交付要綱等で規定し

ている交付目的が達成できているか効果検証を行う必要がある。また、補助金等が長期間継続し

て交付されているものについては、すでに目的が達成されていないか検証し、今後も継続するの

かそれとも廃止するのかを判断しなければならない。 
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調査の結果、効果検証を実施していると回答があったものの、客観的に評価できる指標が設定

されていないものがあった。また、実績報告書を確認して効果検証をしていると回答があったも

のの、実績報告書に事業の成果に関する記載がなく、効果検証が不十分であると考えられるもの

があった。 

補助金等は様々な性質のものがあり、評価指標を設定すること自体が難しいものもあるが、客

観的に効果を説明するためには、交付目的に応じた評価指標を設定することが望ましいことから、

可能な限り評価指標を設定するよう検討されたい。また、実績報告書に事業の成果に関する記載

がないにもかかわらず、実績報告書を確認して効果検証をしているものは効果検証が不十分であ

ると考えられるため、効果検証の方法を見直されたい。 

（４）遡り処理について

川崎市予算及び決算規則第 23 条第１項によると、歳出予算を執行するときは、あらかじめ予

算執行伺を作成し、決裁を受けなければならないとされている。 

調査の結果、後日、日付を長期間遡って処理していた事例があった。 

歳出予算を執行するときは、あらかじめ予算執行伺を作成し、決裁を受けなければならないと

規定している川崎市予算及び決算規則に違反していることから、予算執行伺の手続を適正に行わ

れたい。 

２ 改善を要する事項（個別）

（１）市民文化局所管分

 防犯灯管理費・補修費補助金

本補助金は、防犯灯が適切に維持管理され、街を明るくして、夜間における犯罪の発生を防止

し、公衆の通行安全を図ることを目的としている。 

本補助金の補修費の算定について、川崎市防犯灯管理費及び補修費補助金交付要綱第４条第２

項に「町内会等が維持管理し、当該年度４月１日時点で現存する防犯灯１灯につき、1,100 円を

限度とする。」と規定されている。このことから、補修費の補助金額を算定するためには、防犯灯

の数量を確認する必要がある。 

調査の結果、数量の確認については制度所管の市民文化局ではなく、各区役所及び支所で行っ

ているが確認方法に統一的な基準がないため、各区役所や支所で確認方法が異なっていた。 

   防犯灯の数量は交付額に影響する重要な数値であることから、各区役所及び支所の確認方法が

異なることがないよう、制度所管局である市民文化局において統一的な基準を設けられたい。 

（２）こども未来局所管分

神奈川県児童福祉文化体育協会補助金及び神奈川県児童福祉施設職員研究会補助金

神奈川県児童福祉文化体育協会補助金は、中長期にわたって児童養護施設等で生活している児

童に対し、季節にあった文化・体育行事を企画実施し、児童の創造性や主体性、集団活動を伴う

協調性を養うことを目的として活動している同協会の運営に補助することにより、児童養護施設

等の入所児童の福祉向上を図ることを目的としている。 

また、神奈川県児童福祉施設職員研究会補助金は県内の児童養護施設等の施設職員が、被虐待
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児への対応や支援方法の習得等を行う活動に対し補助することにより、施設職員の入所児童への

対応能力を向上させることを通じて入所児童の福祉向上を図ることを目的としている。 

調査の結果、これらの補助金の交付額については県内５県市分を協定等で定めるとされていた

が、その協定等が文書として存在しなかった。 

協定書等がなければ補助金の交付額が不明確であることから、協定書等を作成されたい。 

（３）健康福祉局所管分

高齢者外出支援乗車事業費補助金

本補助金は、高齢者の社会的活動への参加を促進し、もって高齢者の福祉の増進を図ることを

目的としている。 

調査の結果、本補助金の交付の根拠は川崎市高齢者外出支援乗車事業に関する条例（平成 16 年

条例第 10 号）に規定されているが、補助対象経費や申請書類などの具体的な事務に関する定め

がなかった。 

補助金の交付事務の透明性を確保する観点から、補助対象経費や手続に必要な書類などを定め

る交付要綱等を制定されたい。 

（４）消防局所管分

消防団活動補助金

   本補助金は、消防団の育成及び健全運営を図ることを目的としている。 

   補助金の交付対象は川崎市消防団運営補助金等交付要綱第２条で「消防団の運営事業」「消防

団員互助会運営事業」「消防団員被服補修事業」「消防始式開催事業」の４つの事業としている。 

調査の結果、実際に支出している事業としては「消防団の運営事業」のみで、そのほかの事業

については既に廃止されている事業であり、支出もされていなかった。 

   廃止されている事業が要綱に規定されていると、事業が存在していると誤解を招くため、要綱

から不必要な規定を削除されたい。 
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巻末 

別本調査対象及び改善を要する事項（共通）該当項目一覧表 
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参考 

○関係法令等 

（１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

地方自治法（抜粋） 

（寄附又は補助）

第 232 条の２ 普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができ

る。

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 

地方自治法施行令（抜粋）

（資金前渡）

第 161 条 次に掲げる経費については、当該普通地方公共団体の職員をして現金支払をさせるため、その資金

を当該職員に前渡することができる。

17 前各号に掲げるもののほか、経費の性質上現金支払をさせなければ事務の取扱いに支障を及ぼすような

 経費で普通地方公共団体の規則で定めるもの

（概算払）

第 162 条 次の各号に掲げる経費については、概算払をすることができる。

３ 補助金、負担金及び交付金

（前金払）

第 163 条 次の各号に掲げる経費については、前金払をすることができる。

２ 補助金、負担金、交付金及び委託費

（３）川崎市補助金等の交付に関する規則（平成 13 年規則第７号） 

川崎市補助金等の交付に関する規則

（目的） 

第１条 この規則は、法令に特別の定めのあるもののほか、補助金等の交付の申請、決定等に関する基本的事項を 

定めることにより、補助金等に係る予算の執行の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 補助金等 本市が交付する補助金及び利子補給金をいう。 

(２) 補助事業等 補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

(３) 補助事業者等 補助事業等を行う者をいう。 

（交付の申請） 

第３条 補助金等の交付の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなけれ 

ばならない。 
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(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 補助事業等の目的及び内容 

(３) 補助事業等の経費の配分及び使用方法、補助事業等の完了の予定日その他補助事業等の遂行に関する 

計画 

(４) 交付を受けようとする補助金等の額及びその算出の基礎 

(５) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 補助事業等に係る収支予算書又はこれに代わる書類 

(３) その他市長が必要と認める書類 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、補助事業等の目的及び内容により、第１項の申請書に記載すべき事項 

 及び前項に規定する書類のうち必要がないと認めるものについては、その記載又は添付を省略させることがで 

 きる。 

（交付の決定） 

第４条 市長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等 

により、その内容を調査し、補助金等を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金等の交付を決定するも 

のとする。 

２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の申請に係る事項 

につき修正を加えて補助金等の交付を決定することができる。 

（交付の条件） 

第５条 市長は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的を達成するために必要がある 

と認めるときは、次に掲げる条件を付するものとする。 

(１) 補助事業等に要する経費の配分又は補助事業等の内容の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をす 

る場合においては、市長の承認を受けるべきこと。 

(２) 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるべきこと。 

(３) 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場合においては、速 

やかに市長に報告し、その指示を受けるべきこと。 

(４) その他市長が必要と認める条件 

（決定の通知） 

第６条 市長は、補助金等の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付した場合には 

その条件を、補助金等の交付の申請をした者（以下「申請者」という。）に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 申請者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金等の交付の内容又はこれ 

に付された条件に不服があるときは、市長が別に定める期日までに申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定はなかったものとみ 

なす。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第８条 市長は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生じたとき 

は、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変 

更することができる。ただし、補助事業等のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 
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（補助事業等の遂行） 

第９条 補助事業者等は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に従い、善良な管理者の注意をも 

って補助事業等を行わなければならない。 

（補助事業等の遂行の指示） 

第10条 市長は、補助事業等が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認 

めるときは、補助事業者等に対し、これらに従って補助事業等を遂行すべきことを指示するものとする。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者等は、補助事業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助 

事業等の成果及び補助金等に係る収支計算に関する事項を記載した実績報告書に市長が必要と認める書類を添付 

して市長に報告しなければならない。補助金等の交付の決定に係る市の会計年度が終了した場合も、同様とする。 

（補助金等の額の確定等） 

第12条 市長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合において、その報告に係 

る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべ 

き補助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第13条 市長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合において、その報告に係 

る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに 

適合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者等に命ずることができる。 

２ 第11条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助事業等について準用する。 

（交付決定の取消し） 

第14条 市長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金等の交付の決定の全部又 

は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(２) 補助金等を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行った指示又は命令に 

違反したとき。 

（補助金等の返還） 

第15条 市長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに係る部分に関し、 

既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金等が 

交付されているときは、期限を定めて、確定額を超える部分の補助金等の返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第16条 補助事業者等は、第14条の規定による取消しにより、補助金等の返還を命ぜられたときは、その命令に係 

る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（その一部を納付した場合におけるそ 

の後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した加算金を市に 

納付しなければならない。 

２ 補助金等が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還を命ぜられた 

額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその日に受領した 

額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領した日において受領 

されたものとする。 
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３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者等の納付した金額が返還を 

命ぜられた補助金等の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命ぜられた補助金等の額に充てら 

れるものとする。 

４ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か 

ら納付の日までの日数に応じ、その未納額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既に 

納付した額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第17条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産で次に掲げるものを、市長の承認を 

受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

ただし、補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は、この限 

りでない。 

(１) 不動産及びその従物 

(２) 機械及び重要な器具で市長が定めるもの 

(３) その他市長が補助金等の交付の目的を達成するために特に必要があると認めて別に定めるもの 

（報告等） 

第18条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業者等に対し、補助事 

業等に関する報告を求めることができる。 

（４）川崎市予算及び決算規則（平成７年規則第 10 号） 

川崎市予算及び決算規則（抜粋）

（予算執行伺） 

第23条 局長が歳出予算を執行するときは、あらかじめ予算執行伺（以下「執行伺」という。）を作成し、市長の 

決裁を受けなければならない。ただし、次に掲げるものについては、執行伺の作成を省略することができる。 

(１) 報酬、給料、職員手当その他給与費で支給額及び支給期日の定めのあるもの 

(２) 退職年金等及び旅費 

(３) 電気、水道、ガス、電話及びテレビの使用料、ごみ、粗大ごみ及び汚泥の処理の手数料、浄化槽等の清 

掃手数料その他の経常的かつ定期的に支払う経費 

(４) 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治32年法律第93号）に基づく官報掲載料 

(５) 料金後納郵便料及び公金取扱手数料 

(６) 有料道路通行料及び駐車場使用料（即時払により一時的に使用する場合に限る。） 

(７) 保育所等の施設において直接行う主食、副食、間食等の給食に関するもの及び船員食料費 

(８) 生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、身体障害者福祉法（昭和 

24年法律第283号）、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的 

に支援するための法律（平成17年法律第123号）、老人福祉法（昭和38年法律第133号）、児童手当法（昭 

和46年法律第73号）、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）、児童扶養手当法（昭和36年法律第 

238号）、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）、母子保健 

法（昭和40年法律第141号）、公害健康被害の補償等に関する法律（昭和48年法律第111号）、精神保健及 

び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 

26年法律第50号）、就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律（昭和31年法 
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律第40号）、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）、特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和29年 

法律第144号）並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶 

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後 

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）及び中国残留邦人等の円滑な帰 

国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成25年法律第106号）に基づ 

く各種扶助費 

(９) 新聞、官報、追録、定期的に刊行される雑誌その他零細なもので、毎月支払われるもの 

(10) 建物等の軽易な（100,000円以下）小破修繕料 

(11) その他市長が別に定めるもの 

（５）川崎市金銭会計規則（昭和 39 年規則第 31 号） 

川崎市金銭会計規則（抜粋）

（資金前渡できる経費の範囲） 

第92条 令第161条第１項第17号の規定により資金の前渡をすることができる経費は、次に掲げるものとする。 

(３) 負担金、補助金及び委託金 

（６）補助・助成金見直し方針（平成17年3月23日市長決裁） 

補助・助成金見直し方針 

１ 目  的 

補助・助成金は公益上必要がある場合において支出するもので、一定の行政目的達成のために活用してきました。制 

度開始時には、行政需要や公益性があった補助・助成金であっても、制度開始から長期にわたり存続する補助･助成金は、

時間の経過とともに既得権益化する場合や、社会経済環境の変化に伴い目的や必要性が不明確になるなど、行政の公正 

さを損なう恐れがあります。 

一方、市民・各種団体とのパートナーシップを強化し、新たな公民の役割分担を構築する有効な行政手段のひとつと 

して、補助・助成金の積極的な活用も望まれています。 

 こうしたことから、個々の補助・助成金を取り巻く社会経済環境の変化及び極めて危機的な状況にある本市財政状況 

を踏まえ、客観的な視点から、補助・助成金の目的と必要性を総点検し、適正化に向けた取組みを進めるとともに、市 

民や様々な団体の支援を通して、地域の公益目的を達成するための補助・助成金は、市民と行政のパートナーシップを 

築く観点から、ＮＰＯ等を含め、必要性の高いところには重点的な活用を図る必要があります。 

本市においては、平成１５年度から市のホームページ等において交付状況を公開し、平成１６年度からは市民活動に 

関する補助・助成金について、公正性・透明性を確保する観点から外部委員の審査を通じて市民活動団体に配分できる 

よう、「市民活動育成推進事業」に統合して予算化するなどの取組みを進めてきました。 

今後も持続可能な財政運営を実現し、限られた財源を有効に活用するためには、それぞれの補助・助成金について客 

観的な視点から必要性や効果等について検証し、費用対効果が低くなったものや、その役割が薄れたものは見直してい 

かなければなりません。これら補助・助成金の不断の見直しを行うことを目的に、この方針を策定するものです。 

平成 17 年 3 月 23 日

市 長 決 裁 
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２ 分  類 

 補助・助成金については一括りで「補助・助成金」と表していますが、人件費を含む出資法人への補助金から個人に 

対する補助金まで多様な形態を有しています。 

 したがって、その内容に即した見直しを行うためには補助・助成金の性質に沿った分類をした上で見直す必要があり 

ます。 

 ［分類］ 

Ⅰ 特定財源型補助金・・・・国庫補助金や県補助金などの特定財源が充当 

 １ 事業費補助・・・・・・・２以外に、事業費に対して補助 

 ２ 施設整備費補助・・・・・施設建設費，整備費に対して補助 

Ⅱ 協調型補助金・・・・・・国・県などと協調してルールに基づき補助 

Ⅲ 出資法人（２５％以上）への補助金・・出資法人に対して補助 

 １ 派遣人件費を含む補助・・派遣職員の人件費を含めて補助 

 ２ 事業費補助・・・・・・・１以外に、事業費に対して補助 

Ⅳ 調整・補完型補助金・・・官民格差の是正などの目的で補助 

Ⅴ 団体支援型補助金・・・・市民団体などが活動するための運営費に対して補助 

 １ 市関連団体への補助・・Ⅲ以外の市関連団体へ補助 

 ２ その他の団体への補助 

①公の施策団体補助・・・公の施策を補完することを目的とする団体に補助 

②市民生活団体補助・・・市民生活を支援することを目的とする団体に補助 

③経済活動団体補助・・・経済的活動を支援することを目的とする団体に補助 

④福祉団体補助・・・・・福祉的活動を支援することを目的とする団体に補助 

⑤教育・文化団体補助・・教育･文化活動を支援することを目的とする団体に補助 

Ⅵ 事業支援型補助金・・・・・・市が奨励している事業に対して補助 

 １ 研修費補助・・・・・・・研究費・研修費に対して補助 

 ２ イベント補助・・・・・・イベント開催費に対して補助 

 ３ 委託型補助・・・・・・・委託的な要素を含みつつ補助 

 ４ 投資的経費への補助・・・普通建設事業に対して補助 

 ５ 周年事業･当番市への補助・周年事業や当番市の事業に対して補助 

 ６ 利子補助金・・・・・・・利子負担の軽減のために補助 

 ７ その他事業支援補助 

①公の施策事業補助・・・公の施策を補完することを目的とする事業に補助 

②市民生活事業補助・・・市民生活を支援することを目的とする事業に補助 

③経済活動事業補助・・・経済的活動を支援することを目的とする事業に補助 

④福祉事業補助・・・・・福祉的活動を支援することを目的とする事業に補助 
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⑤教育・文化事業補助・・教育･文化活動を支援することを目的とする事業に補助 

Ⅶ 個人支援型補助金・・・補助金の交付先が個人 

３ 見直し基準 

 （１）総括的事項 

  制度発足当時には行政需要があった事業であっても、社会経済状況の変化とともにその必要性は薄れていくことも 

あります。時代の変遷とともに移り変わる市民ニーズに的確に対応するためには次に掲げる事項について、常に見 

直しを続ける必要があります。 

① 市の政策目標に合致しているのか 

・総合計画での位置付け 

   ・市民ニーズの変化 

② 政策目標実現のための手段として補助事業が適正な執行方法か 

・費用 対効果及び市の直接執行との比較 

   ・公益性・公平性の確保 

 （２）分類毎の見直し基準 

個々の補助･助成金の性質に合わせ、次の基準に従い見直します。 

Ⅰ 特定財源型補助金 

国庫補助金等の対象経費と対象外経費を明確化し、対象外経費については行政目的や公益性などを改めて検証し、

段階的削減を図り、原則として廃止します。 

Ⅱ 協調型補助金 

国・県等との負担基準を明確にし、行政目的や公益性などを改めて検証して負担割合の適正化を図り、付加され 

ている部分は原則として廃止します。 

Ⅲ 出資法人（２５％以上）への補助金 

行財政改革プランに基づく出資法人の見直しと連携し、｢出資法人の経営改善指針｣に従い見直すこととします。 

Ⅳ 調整・補完型補助金 

民間との格差、行政目的や公益性などを改めて検証してその適正化を図り、付加されている部分は原則として廃 

止します。 

Ⅴ 団体支援型補助金 

団体が行う事業の公益性や継続期間を検証し、団体の自立を促す観点から、原則として、補助・助成金の上限は 

その団体が自ら調達できる財源と同額とし（補助対象経費に対し最大限１／２補助）、補助・助成金交付の終期が設 

定できる計画を策定します。 

（主なポイント） 

・派遣職員やプロパーの人件費に係わる補助金の必要性 

・管理経費に係わる補助金の必要性の確認 

・団体の自立に向けての今後の計画の確認 

・補助金の継続年数の確認 

・補助率の確認 

・補助金の多寡の確認 
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・繰越金等、運営状況の確認 

Ⅵ 事業支援型補助金 

事業の公益性を検証し、目的、達成目標を明確にします。 

１ 研修費補助 

研修・研究内容とその必要性、行政目的や公益性などを改めて検証して、原則として終期を設定します。 

２ イベント補助 

行政目的や公益性などを改めて検証して、原則として廃止します。 

３ 委託型補助 

委託料での執行を検討します。 

 ４ 投資的経費への補助 

臨時的な補助のため、一件毎に内容を精査します。 

 ５ 周年事業･当番市事業への補助 

臨時的な補助のため、一件毎に内容を精査します。 

  ６ 利子補助金 

最新の金融情勢を勘案するなど、利子補給の必要性を検証します。 

  ７ その他事業支援補助 

事業の公益性を検証し、透明性・公平性を確保するため補助金の根拠と目的を明確にします。 

（主なポイント） 

・補助期間の確認 

・受益者負担のあり方の検討 

・補助金の継続年数の確認 

・補助率の確認 

・補助金の多寡の確認 

Ⅶ 個人支援型補助金 

  公平性と受益者の負担を検証します。 

４ 見直し方法 

 それぞれの補助・助成金について、各年度の予算編成に合わせて「見直し基準」との整合等について検証し、不断の 

見直しを行うこととします。 


